

様式１

令和　年　　月　　日

　目黒区被保護者特定保健指導業務委託
事業者選定委員会選定委員会委員長　　	宛て

商号又は名称
代表者名　　　　　　

プロポーザル参加申込書


プロポーザル方式による提案書の募集について、必要書類を添えて、参加の希望を申込みます。
なお、地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しない者であること及びに本書及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記

１　件名　目黒区被保護者特定保健指導業務

２　参加要件
（要件を満たす事項の□にチェックをしてください。また、要件確認のため必要な項番３の資料を添付してください。） 
	□
	高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第２８条及び「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準」（厚生労働省令第１５７号）に基づく、「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第１６条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者」（厚生労働省告示第９２号）第２「特定保健指導の外部委託に関する基準」（以下「基準」という。）を満たしていること。（（様式４）事業者概要　１基幹情報　保健指導部門の管理者には、基準に規定する管理者を記載すること。）

	□
	高齢者の医療の確保に関する法律及び関連政省令・告示等を遵守し、「標準的な健診・保健指導プログラム（令和６年度版）」に基づいた特定保健指導（動機付け支援・積極的支援）を実施すること。

	□
	社会保険診療報酬支払基金に特定保健指導機関として登録済みであること。

	□
	「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」及び「ＣＫＤ診療ガイド」（日本腎臓学会編）に基づく保健指導について、被保護者の健康上の課題を踏まえて適切かつ円滑に実施できること。

	□
	目黒区の競争入札参加資格を有していること。

	□
	事業の実施に意欲を有する事業者（法人）で、これまでに地方自治体において、３募集事業等の受託実績（類似事業も含む）があること。（（様式４）事業者概要を添付すること）

	□
	地方自治法施行令（昭和２２年５月３日政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していないこと。

	□
	）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。

	□
	東京電子自治体共同運営電子調達サービスにおいて、事業者の登録がされていること（有の場合、東京電子自治体共同運営電子調達サービスの競争入札参加資格審査受付票の写し（両面をコピーしたもの）を添付すること）。

	□
	目黒区から入札参加除外又は指名停止の措置を受けていないこと。

	□
	目黒区契約における暴力団等排除措置要綱（平成２３年７月２８日付け目総契第４０７０号決定）別表に規定する措置要件に該当しないこと。

	□
	別紙１「業務委託概要」の内容を満たすことができること。



３　添付書類
[bookmark: _Hlk214988985]　□（様式４）事業者概要
　□東京電子自治体共同運営電子調達サービスの競争入札参加資格審査受付票の写し
（両面をコピーしたもの）

４ その他
（参加申込にあたり、特筆すべき事項があれば記入）




５　連絡担当者
	所属部署
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	電子メールアドレス
	


以　上

	提出方法
	メール又は持参

	提出期限
	令和８年１月６日午後５時






